
令和６年度

中山間地域等直接支払の実施状況

令和７年８月

愛知県農業水産局農政部農業振興課





１ 令和６年度の実施状況及び令和５年度との比較

表１　令和６年度の実施状況及び令和５年度との比較

令和６年度 令和５年度 差

① 1,893 1,887 6

607 600 7

1,238 1,239 ▲ 1

9 9 0

39 39 0

② 1,893 1,887 6

1,866 1,863 3

27 24 3

③ 1,893 1,887 6

1,124 1,512 ▲ 388

769 375 394

④ 7.0 7.0 0.0

⑤ 39.7 39.1 0.6

⑥ 272 270 2

267 266 1

5 4 1

⑦ 272 270 2

204 202 2

68 68 0

⑧ 4,773 4,767 6

⑨ 17.9 17.9 0.0

⑩ 229,142 225,371 3,771

225,555 222,076 3,479

3,588 3,295 293

⑪ 229,142 225,372 3,770

189,540 185,750 3,790

39,602 39,622 ▲ 20

⑫ 845 835 10

⑬ 36.7 34.9 1.8

⑭ 53,740 55,864 -2,124

⑮ 175,402 166,213 9,189

⑯ 23.8 29.0 -5.2

⑰ 76.2 75.6 0.6

数値は四捨五入している場合があるので、計が合わない場合がある。
※印は集落協定のみで計算している。

注1）
2）

共同取組活動充当割合（％）⑭/⑩※

個人配分割合（％）⑮/⑩※

項目（単位）

交
付
金
の

使
用
方
法

交
付
金
額

参
加
数

面
積

個別協定（千円）

体制整備単価取組（千円）

基礎単価取組（千円）

基礎単価協定数

実施面積（ha）

協定別面積（ha）

１協定あたり実施面積（ha）①/⑥

１参加者あたり実施面積（a）①/⑧※

協定別協定数

交付単価区分別協定数

参加者数（人）※集

集落協定（千円）

集落協定

個別協定

体制整備単価協定数

１協定あたり参加者数（人）⑧/⑥※

協定別交付金（千円）

集落協定（ha）

個別協定（ha）

体制整備単価取組面積（ha）

基礎単価取組面積（ha）

田　急傾斜（ha）

田　緩傾斜（ha）

畑　急傾斜（ha）

畑　緩傾斜（ha）

交付単価区分別面積（ha）

交付単価区分別交付金

１協定あたり交付金額（千円）⑩/⑥

１参加者あたり個人配分額（千円）⑮/⑧※

共同取組活動充当額（千円）※

個人配分額（千円）※
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２ これまでの経緯

　

表２　令和６年度までの実施面積及び交付金額

H12 H13 H14 H15 H16
実施面積 876 1,451 1,571 1,570 1,572
交付金額 116,275 189,782 202,679 202,512 202,776

H17 H18 H19 H20 H21
実施面積 1,558 1,684 1,709 1,716 1,664
交付金額 165,431 173,301 175,238 175,906 170,913

H22 H23 H24 H25 H26
実施面積 2,077 2,154 2,184 2,189 2,195
交付金額 241,113 249,142 252,676 253,425 253,988

H27 H28 H29 H30 R1
実施面積 2,016 2,026 2,030 2,057 2,060
交付金額 232,533 233,666 233,919 236,469 236,898

R2 R3 R4 R5 R6
実施面積 1,847 1,863 1,866 1,887 1,893
交付金額 215,890 219,657 220,461 225,371 229,142

図１　令和６年度までの実施面積及び交付金額の推移

年度
第 ５ 期 対 策

第 ４ 期 対 策

第 ３ 期 対 策

年度

年度

第 １ 期 対 策

第 ２ 期 対 策

年度

年度

　平成12年度から導入された「中山間地域等直接支払制度」は、集落の有す
る相互補完性、継続性等の諸機能に着目し、耕作放棄の防止のための活動内
容、構成員の役割分担等を「集落協定」という形で明確化し、地域ぐるみで
適切な農業生産活動等を継続していこうとするもので、本制度は、市町村が
主導的な役割を担いつつ、集落での話し合い繰り返し行われ、その推進が図
られてきた。
　令和６年度に制度を実施した６市町村（岡崎市、豊田市、新城市、設楽
町、東栄町、豊根村）の実施面積は1,893ha、交付金額は229,142千円となっ
ており、前年度と比べ、実施面積は６ha増加し、交付金額は3,711千円増加し
た。
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３

地域

参加者数 交付面積 交付金額

（人） （ha） （千円）

岡崎市 通常 11.1 3.2 725

特認 22.0 4.6 965

平均 16.5 3.9 845

豊田市 通常 18.2 6.1 835

特認 16.9 4.6 675

平均 17.5 5.3 755

新城市 通常 18.5 8.9 909

特認 23.1 9.9 934

平均 20.8 9.4 921

設楽町 通常 13.6 8.4 903

東栄町 通常 13.0 2.4 433

豊根村 通常 8.0 3.5 637

全県 17.8 7.0 845

表４　市町村別の実施状況

岡崎市 通常 13 1 14 9,423 2,042 11,466
特認 3 0 3 2,896 0 2,896

計 16 1 17 12,319 2,042 14,362
豊田市 通常 113 2 115 94,390 1,065 95,456

特認 23 0 23 15,530 0 15,530
計 136 2 138 109,920 1,065 110,985

新城市 通常 45 1 46 40,889 335 41,224
特認 37 1 38 34,564 145 34,709

計 82 2 84 75,453 480 75,933
設楽町 通常 28 0 28 25,288 0 25,288
東栄町 通常 3 0 3 1,300 0 1,300
豊根村 通常 2 0 2 1,275 0 1,275

267 5 272 225,555 3,588 229,142

80

47

参加者１人あたり１集落協定あたり

49

40

45

66

33

表３　市町村別集落協定の概要

令和６年度における市町村別集落協定の概要

集落 個別 計 計

合計

　１集落協定あたりで比較すると、新城市の特認地域が参加者数が最も多く、交
付面積も最も大きい地域となっている。

　市町村別の実施状況を比較すると、豊田市が協定数及び交付金額で多くなって
いる。

集落 個別

市町村

協定締結数 交付金額（千円）
市町村 地域

交付金額

（千円）

65

44

55

46

40

43
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表５　市町村別の協定締結面積

田 畑 田 畑
岡崎市 通常 42 0 10 0 52

特認 14 0 0 0 14
計 56 0 10 0 66

豊田市 通常 662 23 12 0 697
特認 104 2 0 0 106

計 766 25 12 0 803
新城市 通常 389 11 3 0 403

特認 367 1 2 0 370
計 756 12 5 0 773

設楽町 通常 225 11 0 0 236
東栄町 通常 7 0 0 0 7
豊根村 通常 7 0 0 0 7

1,817 48 27 0 1,892

　協定締結面積の約98％が田である。岡崎市、東栄町及び豊根村では全てが田と
なっている。

合計

市町村 地域
協定締結面積（ha）

集落 個別
計
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４
(1)

ア 耕作放棄の発生防止の活動
表６　耕作放棄の発生防止の活動の内容

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

54 3 174 198 2 3 1
20% 1% 65% 74% 1% 1% 0%
20% 1% 65% 74% 1% 1% 0%

図２　活動内容ごとの集落協定数

イ 多面的機能を増進する活動
表７　多面的機能を増進する活動の内容

① ② ③ ④ ⑤

249 1 23 6 1
93% 0% 9% 2% 0%
93% 0% 9% 2% 1%

図３　活動内容ごとの集落協定数

賃借権設
定・農作
業の委託

既荒廃農
用地の保
全管理

農地の法
面管理

柵、ネッ
ト等の設
置等鳥獣
被害防止

簡易な基
盤整備

担い手の
確保

地場農産
物の加
工・販売

　④鳥獣被害防止対策を行っ
ている協定が最も多く、次い
で③農地の法面管理を行って
いる協定が多くなっている。

　①周辺林地の下草刈を行っ
ている協定が最も多い。

集落協定に基づく取組の状況
集落協定を結んでいる集落の取組状況
　注）全267集落協定を集計（複数回答あり）

区分

協定数
割合
参考R5

鳥類の餌
場の確保

⑥
堆きゅう肥の施
肥、拮抗作物の利
用、合鴨・鯉の利
用、輪作の徹底、
緑肥作物の作付

周辺林地
の下草刈

土壌流亡
に配慮し
た営農

景観作物
の作付け

魚類・昆
虫類の保
護

協定数
割合
参考R5

区分

10
4%
4%

0

50

100

150

200

250

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

協
定
数

0
50

100
150
200
250
300

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

協
定
数
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ウ 集落マスタープランの内容
(ｱ) 目指すべき将来像

表８　将来像の内容

図４　将来像の内容別集落協定数

表９　将来像を実現するための活動方策の内容

図５　活動方策ごとの集落協定数

　⑦共同で支え合う手段的かつ持
続的な体制整備が最も多くなって
いる。

89% 1%

237 4
89% 1%

区分

区分

10

4%

4%

⑤

　①将来にわたり農業生産活動が
可能となる集落内の実施体制構築
が最も多くなっている。

4

2%

2%

担い手への農作
業委託

新規就農者等に
よる農業生産

共同で支え合う
集団的かつ持続
的な体制整備

その他

参考R5

22 5

8% 2%
8% 2%

協定数
割合

⑥ ⑦ ⑧

3

1%

1%

協定数

割合

参考R5

16

6%

6%

機械・農作業の
共同化等営農組
織の育成

①
高付加価値型農
業

農業生産条件の
強化

担い手への農地
集積

② ③ ④

区分

② ③

1
0%

④

将来にわたり農
業生産活動が可
能となる集落内
の実施体制構築

協定の担い手と
なる新たな人材
の育成・確保

協定参加者それ
ぞれが、作物生
産、加工・直売
等様々な工夫に
より再生可能な
所得を確保

その他

①

参考R5
割合
協定数

0%

263
99%
98%

9
3%
3%

2
1%
1%

0
50

100
150
200
250
300

① ② ③ ④

協
定
数

0

50

100

150

200

250

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

協
定
数
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表10　市町村別の集落協定に基づく取組（耕作放棄の発生防止の活動）

岡崎市 16
豊田市 136
新城市 82
設楽町 28
東栄町 3
豊根村 2

計 267

表11　市町村別の集落協定に基づく取組（多面的機能を増進する活動）

岡崎市 16
豊田市 136
新城市 82
設楽町 28
東栄町 3
豊根村 2

計 267

　耕作放棄地の発生防止の活動では、いずれの市町村においても鳥獣被害防止が最も多
く、次いで農地の法面管理となっている。
　岡崎市及び新城市では、賃借権設定・農作業の委託も多くなっている

　多面的機能を増進する活動では、いずれの市町村においても周辺林地の草刈りが最も
多くなっている。
　新城市では、景観作物の作付けも多くなっている。

1
0
0
1

0
0
6
4
0
0
0

農業生産活動等として取り組むべき事項
多面的機能を増進する活動

23
3
2

249

0
0
1
0
0
0
1

0
0
0
23

0
1
5
0
0
0
6

16
136
69

0
0
23

0
0
0

0
1
0
0
0

0
2

0
0
3
0
0
0
3

0
0
2
0
0

0
1

13
112
56
13
3
1

198

12
74
55
28
3
2

174
0
54

0
0
3
0
0
0
3

市町村
協
定
数

周辺林
地の下
草刈

土壌流
亡に配
慮した
営農

景観作
物の作
付け

魚類・
昆虫類
の保護

鳥類の
餌場の
確保

堆きゅう肥の施
肥、拮抗作物の
利用、合鴨・鯉
の利用、輪作の
徹底、緑肥作物
の作付

市町村

賃借権
設定・
農作業
の委託

既荒廃
農用地
の保全
管理

農地の
法面管
理

柵、
ネット
等の設
置等鳥
獣被害
防止

農業生産活動等として取り組むべき事項
耕作放棄の発生防止の活動

協
定
数

簡易な
基盤整
備

担い手
の確保

地場農
産物の
加工・
販売

10
5
39
0
0
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表12　市町村別の集落協定に基づく取組（将来像を実現するための活動方策）

岡崎市 16
豊田市 136
新城市 82
設楽町 28
東栄町 3
豊根村 2

計 267

　将来像を実現するための活動方策としては、いずれの市町村においても、共同で支え
合う集団的かつ持続可能な体制整備が最も多くなっている。
　豊田市では機械・農作業の共同化等営農組織の育成、新城市では担い手への農作業の
委託が多くなっている。

5 237

その他

集落マスタープラン
将来像を実現するための活動方策

0
2
2
0
0
0
416 3 4 10 22

0 3
0 0 0 0 0 0 2
1 0 0 0 0

2 74
0 1 0 0 1 0 27
4 1 2 7 16

0 16
11 1 2 3 5 3 115
0 0 0 0 0

市町村
協
定
数

機械・
農作業
の共同
化等営
農組織
の育成

高付加
価値型
農業

農業生
産条件
の強化

担い手
への農
地集積

担い手
への農
作業の
委託

新規就
農者等
による
農業生
産

共同で
支え合
う集団
的かつ
持続可
能な体
制整備
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(2) 体制整備単価が交付される集落協定の取組状況
　注）集落協定のうち、体制整備に取り組んだ199協定を集計

  （複数回答あり、無回答あり）
ア 集落戦略の内容

(ｱ) 協定農用地の将来像
表13　協定農用地の将来像

16 8 2 2 3 9 2
78 47 40 28 6 45 0
69 50 34 31 15 49 1
28 8 5 3 0 14 1
3 3 0 3 0 0 0
10 0 0 0 0 1 0
204 116 81 67 24 118 4

(ｲ) 協定農用地の将来像を踏まえた集落の現状
表14　協定農用地の将来像を踏まえた集落の現状

12 2 7 10 8 11 7
58 16 27 31 12 22 33
36 22 12 17 22 21 20
17 8 4 8 4 6 5
0 2 1 1 2 1 2
1 0 0 1 1 1 0

124 50 51 68 49 62 67

14
0
3
0
1
1
19

0
0
8

その他

市町村名

岡崎市
豊田市

耕作を継
続したい
が、法面
や水路・
農道等の
管理が過
重な負担
となって
いる

鳥獣被害
が深刻で
あり、耕
作意欲が
減退して
いる

設楽町
東栄町
豊根村

計

市町村名

担い手が
確保でき
ており、
耕作を継
続

担い手が
確保でき
ている
が、全て
の委託希
望は受け
られない

担い手が
確保でき
ていない

耕作を継
続したい
が、耕作
条件の悪
い農地が
ある

耕作を継
続したい
が、農業
所得が低
い

草刈り等
管理のみ

担い手に
引き受け
てもらう
（受け手
が決まっ
ている）

後継者が
耕作を継
承

管理者が
引き続き
耕作

豊根村

岡崎市
豊田市
新城市
設楽町
東栄町

新城市

担い手等
に引き受
けてもら
うことを
希望（受
け手が決
まってい
ない）

中間管理
機構への
貸し付け
を希望

計

市町村名

その他

岡崎市
豊田市

集落の自治（コ
ミュニティ）機能
が低下しており、
生活に支障・不安
が生じている

3
3
2
0

新城市
設楽町
東栄町
豊根村

計
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(ｳ) 集落の現状を踏まえた対応の方向性
表15　集落の現状を踏まえた方向性

4 9 5 5 2 1 2
33 36 20 7 1 1 15
15 35 19 11 4 5 10
12 14 6 4 2 3 4
0 3 3 0 0 0 1
0 1 0 0 0 1 0
64 98 53 27 9 11 32

4 2 5 4 12
12 4 37 8 0
3 1 25 4 2
4 0 14 1 0
0 0 3 0 0
0 0 0 0 0
23 7 84 17 14

(ｴ) 具体的な対策に向けた検討
表16　具体的な対策に向けた検討

4 5 1 3 4 7
16 19 8 8 12 2
14 38 5 3 9 3
5 9 3 5 6 1
1 1 0 0 1 0
1 0 0 0 0 0
41 72 17 19 32 13

省力化技
術の導入
や外注化
等によ労
働負担の
軽減を図
る

岡崎市

市町村名

耕作放棄
の懸念は
なく、集
落の課題
もないこ
とから、
対策は不
要

協定内で
担い手を
育成・確
保

計

協定外で
担い手を
確保

基盤整備
等により
耕作条件
を改善

農産物の
高付加価
値化によ
り所得の
向上を図
る

新たな作
物の導入
より所得
の向上を
図る

豊田市
新城市
設楽町
東栄町
豊根村

市町村名

耕作継続
が困難な
農用地の
林地化

放牧利用
による農
用地の管
理

鳥獣被害
防止対策
の実施

集落の自
治（コ
ミュニ
ティ）機
能の強化

その他

豊根村
計

市町村名

特に懸念
はなく、
協定参加
者で実施
していく

協定参加
者だけで
は検討が
困難であ
り外部
（県・市
町村含
む）から
の助力を
得たい

岡崎市
豊田市
新城市
設楽町
東栄町

豊田市
新城市
設楽町
東栄町
豊根村

他の協定
との広域
化を考え
たい

中山間地
域等直接
支払交付
金の加算
措置を活
用したい

対策に活
用可能な
補助事業
等を紹介
して欲し
い

その他

岡崎市

計
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(ｵ) 農業生産活動等の継続のための支援体制
表17　農業生産活動等の継続のための支援体制

4 3 0 3 12 10
6 4 7 7 66 0
2 28 4 13 37 5
4 3 0 3 25 0
0 0 0 0 2 1
0 0 0 0 1 0
16 38 11 26 143 16

農業者が
支援する

協定参加
者で役割
分担しつ
つ、農用
地の維持
管理を行
う

その他

岡崎市
豊田市

市町村名

農地保有
適格法人
が支援す
る

ＪＡが支
援する

集落営農
組織が支
援する

　協定農用地の将来像は、管理者が引き続き耕作が最も多く、次いで草刈り等の
管理のみ、後継者が耕作を継承の順となっている。

　協定農用地の将来像を踏まえた集落の現状としては、担い手が確保できてお
り、耕作を継続するが最も多くなっている。

　集落の現状を踏まえた対応の方向性としては、協定内で担い手を育成・確保、
鳥獣被害防止対策の実施が最も多くなっている。

　具体的な対策に向けた検討としては、協定参加者だけでは検討が困難であり外
部から助力を得たいが多くなっている。

　農業生産活動等の継続のための支援体制としては、協定参加者で役割分担しつ
つ、農用地の維持管理を行うが最も多くなっている。

新城市
設楽町
東栄町
豊根村

計
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５ 集落協定の状況
(1) 協定参加者数別の割合

図６　協定参加者数別の割合

(2) 協定締結面積別の割合

　１集落協定あたりの平均協定締結面積は７haとなっている。

図７　協定締結面積別の割合

 集落協定への参加者数は、10～19人の協定が37％と最も多くなってお
り、次いで1～９人の協定が31％となっている。
　１集落協定あたりの平均参加者数は17.9人となっている。

　協定締結面積の規模は、１ha以上３ha未満の協定と３ha以上６ha未
満の協定の計が全体の約60％となっている。

28%

30%

19%

11%

4%
8%

1～9人

10～19人

20～29人

30～39人

40～49人

50人～

28%

30%

19%

11%

4%
8%

1～3ha

3～6ha

6～9ha

9～12ha

12～15ha

15ha～
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(3) 共同取組活動への充当割合

図８　共同取組活動への充当割合

(4) 交付金の使途割合

図８　交付金の使途割合

　共同取組活動の費用としては、道・水路管理費と農地管理費で約
50％となっている。

　集落に支払われた交付金のうち、共同して農地や水路を維持管理す
る等の活動（共同取組活動）に50％以上を充てる協定は30％である。
　共同取組活動充当額は5,374万円で、交付金総額の24％となってい
る。

54%

16%

21%

9%

0～25％

25～50％

50～75％

75％～

17%
1%

31%

18%

10%

4%
6%

5%

0%

8% 役員報酬

研修会等費

道・水路管理費

農地管理費

鳥獣被害防止対策費

共同利用機械購入等費

共同利用施設整備等費

多面的機能増進活動費

農作物等の販売促進関係費

その他
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